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This paper addresses to the need for theoretical examination of conventional cost
aHocation methods which have been used in practice, especiaHy in the field of
multi‐purpose public enterprise.The paper bases its analytical rnethodology on game
theory and economics,and attempts to develop some linkages betveen what has been
intuitively or implicitly assumed to be va■d in the conventional cost allocation
methods and、vhat could be theoretica■y s und from the viewpoint of fairness and
equity as defined by the theories of games and economics
Specificany the paper focuses on the theoretical properties of cost functiOns which
characterize cost allocation games.As a result several useful theoretical implications
have been developed for,eg.,notions of separable and nonseparable costs which are
key notions to the conventional cost a■ocation methods.
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1 1ましめに
公共事業は多くの場合、複数の主体を巻き込む形で行
なわれているが、その際の主要なコンフリクト調整問題
の一つが、共同事業の費用割り振り問題である。共同の
事業の中には専用費などのように特定の主体にその負
担を課すべき明確な理由が示せる場合もあるが、その
他の共通費用を各主体にいかに割 り当てるべきかが必
ずしも理論的に明らかにされていないことも多い。この
種の問題はつまるところ、各主体の当該事業の費用構成
に、それぞれがどの程度に貢献し(責任を有 し)ている
かを明らかにするとともに、それに応じて総共同費用を
いかに割り振るのが公正であるかを理論的に考察する
ことを必要としている。
一方、実際には水資源開発事業などの公共事業にお
いては各種の実用的な費用割り振り法が開発され、用
いられている。これらは大別すると、(1)ある一つの
数的な基準、例えば使用量、あるいは便益の水準に比
例 して費用を割 り振るという最 も単純な方法の他に、
(2)当該参加者が加わったことによつて増加 した付加的
費用 (限界費用、分離費用)を直接それぞれの主体に割
り振った上で、残りの費用を何らかの形で各主体に割り
振る、という方法がよく用いられる。(1)のタイプを総
称 して POβP(Pttδど。こ!?2α″腕y bcδEク″ο″οttο″αl)方式
という。(2)のタイプの代表としては、Tγ■で中心的役
割を果た した
'σ
£駅S9PaTこうre c。。ぉ rettaれれθ be″ettts)
方式が挙げられる。(2)の他のタイプの費用割振 り法
としては、βⅣ5σ(βθa″角arをa″ ″οゅepaTabre cっ,1)方式、
NSθG(Ⅳ。い。PcTこうfe cοひサ♂aク)方式、″鋸 ∂(″手″丁“
」
“
cο3ゼ
Tc卯oぢ前″♂saυれ♂δ)方式などがよく用いられる。
しかし、これらの方式は、その背後にある理論的意味
づけが必ず しも明らかではない。一方、費用配分の公
正解を理論的にモデル化する上で有用な方法にゲーム
理論による方法がある。 この点については、たとえば
Yοι″θ・οんoどa・打o,んぢ靱οせοl)、あっoん確α,らつ)、 Drie"e″ら3)、
Jattesら4)、∫セヶarrれら5)、yoτ″♂0、鈴ポ )、森9らの研究が
あり、ゲーム理論は上記の実用的・慣用的配分解 (以下
「慣用的配分解」という)とは異なって、より理論的に明
確な配分解を与え得ることが明らかにされている。
しかしながら、ゲーム理論に基づいた各種の理論的な
配分解は実用的配分解に比べて、求解の過程が複雑で手
間がかかるなどの点で簡便性に欠けているきらいがあ
ることが指摘されている。一方、慣用的配分解の申でも
たとえば∫σRB法などは経験的に多くの実績を積み上げ
て現在の形に至ったものであり、それなりにその背後に
妥当性、有効性が裏打ちされているはずだという主張は
それなりに考慮に値する。要はこのような経験的・直観
的主張を理論的に吟味し、その意味づけを再検討する必
要があるが、この点ではゲーム理論が多 くのポテンシャ
ルを秘めながらもその研究成果が十分に生かされてい
ないきらいがある。その主な原因は、費用関数の構造特
性と慣用的配分解を含む各種の配分解 との関連性につ
いて理論的な考察が不足していることである。本研究で
はこのような観点から、共同事業の費用割り振 り問題を
規定する上で決定的な要因と考えられる費用関数の構
造特性に着目するとともに、これを特に経済学的視点か
ら吟味する。ついでそこから得られた二、三の基礎的な
知見に基づいて慣用的配分解の意味づけとその妥当性
をゲーム理論の研究成果と関連づけながら理論的に考
察することを目的とする。
2 費用関数の特性と費用配分法との関
連
2.1 慣用 的配分解 につ いての レ ビュー1),2),3)
従来からよく用いられてきた費用割振 り法の一つの
基本的な考え方は、各参加者にまずその当事者が加わっ
たことによつて生ずる限界費用を負担させ、その残りを
適当な形で按分 して各参加者に分担 させるというもの
である。ゲーム理論の用語を用いて説明すると次のよう
になる。同一目的(たとえば水道)ではあるが異なる複数
の主体(たとえば別々の都市の水道事業体)間における共
同事業の場合には各主体を、多目的な(たとえば水道と
潅漑と発電などの)計画事業の場合には各目的を、それ
ぞれプレイヤーと考えよう。,人からなるプレイヤー全
体の集合、N=(1,2,…,″}を考え、これを全提携とい
う。これは費用割振りが問題になっている当該事業の参
加者すべてを指している。このときの全費用は虫Ⅳ)で
ある。次にNの部分集合を部分提携Jとよぶ。提携Jのメ
ンバーによつて行われる事業の費用を虫J)としよう。σ(F)
はプレイヤーfが単独で事業を行った時の費用である。そ
してプレイヤー1の分離費用鴫 は
,q=σ(Ⅳ)―σ(N―{け)
として定義される。これは全提携に最後にプレイヤーJ
が加わることによって生じる限界費用であるといえる。
各プレイヤーはそれぞれの分離費用を負担するので、こ
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れらを全費用虫N)から控除した残りの費用,ocは
″sc=σ(N)―DESCi
icN
である。ここに″,cはNο″,92CTabre cD3ぉ(),分離費用)と呼
ばれる。慣用的費用割振り法(配分解)の多 くはこの非分
離費用の付加的配分の仕方の相達に帰着される。以下、
慣用的費用割振り法であるβⅣJθ、JσR】、ⅣJσG方式
について説明する。
(1)ENSC(Egalitarian■o■sepa able cost method)3)
(均等分担方η
まず考えられる方法は各自にまず分離費用を負担さ
せた上で、さらに非分離費用″,cを均等に各プレイヤー
に付加的に配分する方法である。プレイヤーよの費用負
担】は
ZⅣJσ(F)=aci+・・C/″
と表される。
(2)SCRB (Separable costs rem?ning benents
method)3)
(分離費用身替り妥当支払い方式)
この方法は各プレイ ヤーに分離費用を負担させた上υ
で、さらに非分離費用を?ュib({J}),σ({引一Sc(残余便
益)1こ比例して各プレイヤーに付加的に割り振るという
ものである。ここでb({オ})はプレイヤーJが単独で事業を
行ったときの便益を意味する。よって残余便益はプレイ
ヤーオの支払い意志額から分離費用を差し引いた額であ
る。一般的に製{j})はう({J))より小さいのでプレイヤーJ
の費用負担は
SCRBo―劣岬 岸 珂
臓
椒 ω  DOIJ11““ ω
と表される。
(3)NSCG(No■separable cost gap method)3)
(非分離費用差方式)
SCRBは単独行動 (単独事業)のみについて残余便益を
定義し、それに基づいて非分離費用を付加的に割り振っ
ている。しかしながら、非分離費用を割り振る上でより
小さな他の提携に関する残余便益を考慮に入れなくて
もよいという理由は何もない。そこで任意の提携Sの残
余便益を表わす費用差関数♂C(J)を導入する。この費用
差関数♂C(5)を
θКJ)=θ
“
)―ΣSCt    ゆ)
'GS
と表す。一般に費用差関数は非負であることが多いので
と仮定する。ここでデレイヤ 「ー の譲 歩額 λiを
九=恕虫0     0
と定義す る。ここでさらに
Σtti≧,,C     ←)
'GⅣ
と仮定す ると、プレイヤーこの費用負担 は次のようにな
る。
NJσθ①=(::+(置猛l♀馬説scゅ,c>0のとき)
(6)
2.2 提携 の関数 と してみた費用関数 の諸特性
費用関数σが任意の提携S,TCⅣについて
σ(J)十σ(7)二σ(∫∩T)  (JnT=ψ)    (7)
を満たすならば、このとき費用関数Cは劣加法的である
という。提携JUTの費用負担は最悪の場合でもθ(J)+
θ(T)より大きくなることはない。よって劣加法性が成立
するということは、利害の対立する状況においては
'とTがSuTという提携を組んだ場合に経済的にみてお互
いに有利であるということを示している。また同様に、
節約ゲームにおいては
υ(dUT)≧υ(J)+υ(T) (Vtt T C工J∩ =φ) (3)
を満たすときに、特性関数】ま優加法的であるという。
次の三つの費用関数の形態はいずれも劣加法性を満
たすものである。
(1)COnvex cost Game
θ(S)+σ(T)≧θ(JUT)+σ(J∩T)  (VJ,T C FF)(9)
(9)式が成立するような費用関数によって決定される協力
ゲームをConvex Costゲームという。このような場合には
たくさんの都合のよい特徴がある。たとえば(9)式にお
いてT=Ⅳ-1とおくと
σ(J)+。(Ⅳ―(j})≧σ(Ⅳ)十σ(J―{r})  (JCJ)
∴ θ(J)―ο(J―{J})≧σ(Ⅳ)一σ(N―{ぢ})=″Cl
つまりCOllVex cOst gatlneにおいては、プレイヤーどの分離
費用 (最後に全提携に加わったときの限界費用),αは、任
意の部分集合にプレイヤー√が加わったときの限界費用
を上回ることはないことが常にいえる。これはさらに書
き換えると
θC(∂)≧0(VS C打)        (3) ♂C(S―
')≦
す°(d)        (VSC Ⅳ)
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が成立することを意味する。
ДO=σ(0-ΣSCI
で定義 されるもので、提携∂の費用差関数 という。
(2)Se?―COnvex Cost Galne
提携
'お
よび単独行動ぢ1こ関する費用差関数♂C(S)、θC({ど})
について
θ
C({j})≦
θC(S) (ViCN SCN ttcS)(10)
が成立するとき、この協カゲームをSe? cOnvexであると
いう。任意どのConvex Cost GameはSe?―convex Cost Game
であることが容易に示 される。Senlitonvex条件(10)式は
σ({ぢ})キΣ  SCJ≦θ(T)(V'C T CIV)(11)
,CT-1
と書き直すことができる。(11)式は任意の提携Tの共同
費用が、その提携に参加 しているプレイヤーJを除いた
メンバー全員が負担すべき最小費用 (すなわちacI)の総
和とプレイヤーぢが負担すべき最大費用 (すなわち身替
り費用)の和を下回ることはないことを意味している。
(3)One―COnvex Cost Game
費用差関数θC(∫)において
θC(Ⅳ)≦♂C(d) (Vφ≠SCN)
♂C(N)≧0
費用割振 り法が対象としうる配分問題の基本的条件
として、上述 した議論とは別に規模の経済性や範囲の経
済性などの費用関数に関する諸特性が関係 しているこ
とが従来から暗に想定されていたように思われる。しか
しながら、この点について厳密な理論的考察はなされて
いないと考える。そこで以下ではこの点について若千の
分析をする。
規模の経済性を表す指標βJL(eCο″οttJea Oデscare)は,
個の結合生産物yN=(yl,一,恥)について
助 =諭   ω
で定義される9)。ここでσ(yN)は7全体を生産するのに要
する総費用、Xは生産物ぢの生産量である。Mqは生産物
∫の限界費用である。もし、β∫L>1なら規模の経済性が
存在し、2SLく1のときは規模の経済性は存在 しない。
いま、″個の結合生産システムを整備・運用することを
水資源開発事業に即して解釈すれば、″種類の目的 (用
途)を持った多目的施設の整備・運用問題と考えることが
できる。あるいは目的は単一であっても,種類の管理・運
営主体からなる共同利用施設の整備・運用問題とみなす
こともできる。このことをゲーム論的に解釈すると、プ
レイヤーを(=1ュー',2)がそれぞれ生産物√(=1,…,″)の生産
を担当する部門であり、各プレイヤーは提携N=1,―・,″
を形成することによって、″個の結合生産が可能なシス
テムを整備・運用することを想定しているとモデル化で
きる。この場合、各プレイヤー1は単独で生産物ぢを生産
することも可能で′あり、その場合の生産費用は虫発)で
ある。また複数のプレイヤーが提携
'C Arを
形成 して、
結合生産システムを整備・運用することもできるが、そ
の場合の生産費用はσ(ys)であ負。ここに
yb.は提携Sに
属するプレイヤーが担当している生産物 (の生産量)一
式を表すベクトルである。以下、上述したゲーム論的意
味づけを念頭におきながら議論を進めよう。
生産物 jに関する規模の経済性を β∂LIで表すと、こ
れは限界費用に対する平均率として次のように定義さ
れる。 βJ身=潟百=器  OO
である。ここで
ro=σ(7rr)―σ(7N●))
■rc=等
である。ここにfらは結合生産 システムyNの整備・運用
費用か ら、生産物どを担当するプレイヤーJのみが離脱 し
(12)
(13)
を満足す る協カ ゲー ムを 0■←convexゲー ムで ある とい
つ。
Oェ∝convex条件 (12)、(13)式は
θ(fV)≦ θ(T)+ΣすcN―T°CJ(Vφ≠TCⅣ)
″δc> 0
とな る。これ よ り非分離費用 ″scが非負 で あ ることは
One convex条件 の十分条件 であ ることが分 か る。また、
劣加法性か ら
σ(N)≦σ(T)+Σσ({,労 (W≠TCN)(10
JCⅣ―T
を得る。したがって (14)式は、プレイヤーJが負担すべ
き最大費用(すなわち一人提携の身替り費用)が最小費用
(すなわち分離費用)1こ置き代わってもOne→Onvexの性質
は保たれることを意味している。
2.3 規模 の経済性・範 囲の経済性 と費用関数
(1)規模の経済性
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たときの結合生産費用の減少分とみなすことができる。
これは費用配分問題でよく現われる「分離費用」J劣の概
念に相当していると解釈される。(15)式より
βJσBσ,4=【I≧≧生∠|ぢ1与れ:51塾
⊆空翌望二
βJttA,B=
βJL=Σす;:4材能|
=▼戸鳥晒斜
(16)式より、rQ′=βsL士玲・aFo′
(13)式を(17)式へ代入すると
ZSL=手
(ゞ器鴇器)・βSLi`モ等孝
β∫σ=Σlθ(r)―σ(y?)
ここで、Σ″αw=Σ,MQ′/Σl駈・″●=1である。
(2)範囲の経済性
範囲の経済性を表す指標βJθ(eCOnolltlies of scope)は
となる。まず劣加法性が満たされていれば、(22)、
(23)、(24)式の分子が非負となることが分かる。つまり
σ(YABσ)>0である限り、2∫磯 B,。≧0、β
'θ
Bc′≧0、
βSCb4,B≧0がすべて満たされることと、劣加法性が成
立することく(22)～(24)式の右辺の分母が非負であるこ
と)は同等であることが示される。これは劣加法性の性
質として既に知られた事実である。
いま、(22)、(23)、(24)式を両辺について加えると
β∫σAB,σ+βJσDσ,■+259σ■,B
=7(yA)+σ(ra)+σ(rc)―
σ(74,0)
+(σ
(7AB)~σ(74B C))+{σ(ろσ)―σ(rA】σ))十{0(Ycス)―σ(74B C))
0(YAD σ〕
+紹
=β∂σ一
(25)式より
fσσ+rσ4+rσB
σ(4βσ)
rθ五十rBB ttrcσ
σ(y4Do)
=1-(βJぬD,σ+βJθBc,4+βJσσA,コー β∫θ) (26)
(19)式より
βJL =
いま、】Jσ=βJo4B,。十βJODO,スキβJCσA,コ~】Jθとお
くと
βSL=α■・β,L4+OD・β∂LB+ασ・βJLσ
l―ESσ
を得る。一方、(26)式より
θ(YABσ)―(rσスキrσD+fcc)
= (βσJスB,σ+βJθJσ,スキβJσ。■,D~βJσ)・σ(y4Bσ)
虫IηBc)―(roЙ+rcD+rσσ)ィま,F分離費ナヨ″,cと省宇しヽヽと
考えられるので
L・SC武希     側
=β∂σAB,σ+βJσBσ,A+βJOC・■,コー β∂σ  (28)
となる。これは興味深い知見を提供する。すなわちβ∫σ
を費用割振り問題に即 して解釈すれば、βJσは全提携費
用に対する非分離費用の比率を表 しているといえる。こ
+1と定義される。βJθは結合生産yNを行うことによって、
単品生産路を個別に行 うのに比べてどの程度生産費用
を節約できるかという割合を表 している。これをゲーム
論的に解釈すればβSσは提携Ⅳを組むことによって各
プレイヤーが単独で行動 したときに比べて全体として
費用がどの程度節約(あるいは増加)できるかという割合
を表 していると考えられる。β∂σ>oの時は範囲の経済
性が存在し、ZJσく0のときは範囲の不経済性が存在す
るという。
βJじを次のように拡張 しよう。結合生産 yNから生産
物ぢの生産を除いた結合生産YN_1を考え、次いで生産物
どの生産を含めた結合生産恥 1こシステムを拡張 したと
する。ゲーム論的には任意のプレイヤーfを除いた提携
Ⅳ―ぢ1こプレイヤーjが加わって全提携Nができたと考
えることに相当している。このような結合生産 システム
の拡大 (提携の拡大)に関する範囲の経済性を
βJθ狩_●ゝ 樹 =θ(yN―t〕)+σ(路)三?(7N)αFc Ⅳ)ol)
として定義しよう。(なおβS働卜●},(けの添字Ⅳ―(手},(1}
はyN(けの結合生産に雅の生産が付加されることを示 し
ている。以下βSとについても同様である。)
このことを3種類の結合生産 システム(3人ゲーム)に
ついて説明しよう。上式は生産物 (プレイヤー)ス、β、
θについて
町 暗      ∽
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れより全提携 に対する非分離費用 の比率 は、(拡張 され
た意味での)一種の規模の経済性を表す指標そのものに
相当 していることが示 されるのである。
θ(74Dσ)>0である限 り、βJσ>0とη,c>0は同値であ
り、このとき上式の拡張 した意味での範囲の経済性が存
在する。同様に、β∂σ<0と,,cく0とは同値でありこの
とき範囲の不経済性が存在す る。βJσ=0と,sc=0と
も同値であり、これは結合 して もしな くて も経済効率上
は同 じということを意味 している。以上の説明はそのま
ま″個の結合生産 システム(2入ゲーム)の場合にも容
易に拡張が可能であり、結局
両 =諭
を得 る(証明省略)。 また、″=2のときはβJθ=βJσと
なって
βJσ=θ(yN)
となる。
(3)COnvexダームとの関係
3人ゲームでCOnvex性が成立す るための条件は
σ(yAB)キθ(rc4)≧σ(IЙBσ)+。(y4)     (29)
σ(y4B)+σ(yBo)≧σ(y4Bσ)+θ(7B)     (30)
θ(yBσ)+σ(yc■)≧σ(yABσ)+σ(Vι)     (31)
である。ここで(22)～(24)式の両辺を加えて整理すると
σ(y4B)十σ(yBc)+θ(yoA)~2σ(y4Bo)
σ(r4Bσ)
=βJθスa,0+βJσBσ,■+βSσσュ,コーβSσ
=βJσ を得 る。            (32)
(29)式の両辺にじ(yBc)を加えて整理すると
θ(VЙB)十σ(ycス)+θ(rDc)_2σ(yABc)
≧σ(y4)+θ(yBσ)―σ(ンЙBσ)        (33)
(33)式は(32)式より
βJσ≧βJσ          (34)
を得 る。yAB、yc.ス、yBσに関す る対称性より(30)、(31)
式について も同様 に(34)式を得 る。
(4)Sex? COnvexアームとの関係
3人ゲームでSe? convex性が成立するための条件は
。(y4B)+σ(yBσ)+σ(=む・ )-2σ(yABσ)
≧σ(74)~{σ(y4Bσ)―σ(rBσ)}         (35)
σ(7Aa)+σ('Ъ)+σ(ycA)~2σ(y4Bσ)
≧σ(7D)~{σ(IttBσ)―σ(yoス)}         (36)
。(y4D)十σ(7Bc)+θ(!ら4)~2σ(r4Dσ)
≧θ(y4)~{σ(74Bσ)~θ(y.B)}         (37)
である。(35)式と(32)より
βJθ≧】Jσ           (38)
を得る。残B、ycI小yBσに関する対称性より(36)、(37)
式についても(32)式を用いることにより同様に(33)式の
条件を得る。
(5)On←COnvexアームとの関係
3人ゲームでOn←convex性が成立するため条件は(35)
～ (371式の不等号を逆向きにした式である。従って (33)
式よりOne cOnvex性が成立すれば
βJθ≦ESσ           (39)
が成立する。
3 多目的ダムの費用関数の特殊性に関
する考察
発電(P)と上水(″)および工水(r)の二つの目的を有す
る多目的ダムを考える。発電は貯水量7をエネルギーと
して、また上水および工水は水量の消費 (経済学でいう
「消費」ではなく、水資源工学の述語としての量的利用を
指す)としてそれぞれ異なる目的で利用するが、場合に
よっては同一の貯水量を発電 と他の目的に同時に利用す
ることができる。従って消費目的での水量が、所与のエネ
ルギーを生み出すのに必要な水量を下回る限り、消費目
的の水量の生産に要する付加的費用は零である。換言す
ればエネルギー用としての水量の生産に要する費用と、
それに消費目的の (より少ない)水量の生産を結合させ
た場合とでは生産費用に差はないと考えられる。同様に
して消費目的の水量がエネルギー目的の水量を上回る
ときは、前者の生産に要する費用とそれに後者の生産を
結合させた場合の費用とは基本的に一致することにな
る。以上のことを費用関数として定式化すると次のよう
になる。
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σ(yP)丁ο″ yP>Y滋
σ(y訪)丁οr yP≦yM
,yr)=Σ路
ここに、‰ハ yr、YPはそれぞれ上水、工水、発電を目
的とする用水の生産量を表す。いま、γを用水の生産量
としたとき、σ(γ)=βyα (α、βは員こ数、α、β>0)とラ彙さ
れるとして以下の二つの場合に分けて考察する。
(1-1)hをくyr<yPかっン弦十yr<YP の場合
このとき各提携に関する費用は以下のようになる。
θ(帝)= βttα  (j=M,r,P)
θ(V紡,yr)=β(ン名″+yr>
σ(V紡,7P)= β準
σ(yr,yP)= β=T
σ(V材,yr,yP)= βンΥ
Convex性を満たすための条件は
σ(y諺,yr)+σ(y訪,yP)≧σ(y訪,yr,yP)十σ(yAr) (40)
θ(y諺,yr)+σ(yr〕yP)≧σ(7M,yr,yp)十σ(Yr) (41)
σ(V名z,yP)+σ(yr,yP)≧θ(YIr,yr,yP)+σ(yP)(42)
である。(40)～(42)式は具体的に次のように書き下せる。
β(7M tt yr)キβYr≧βV督+βy移      (43)
β(】名′+yr)+β!督≧β巧事+βlT      (44)
β↓T tt βYす≧β巧:キβYr      (45)
(43)～(45)式は明らかに成立する。従ってCOnttX性が成
立する。
(1-2)yMくrr<7Pかつ 〕物+rr>YP の場合
このとき各提携に関する費用は以下のようになる。
σ(発)=β撃  (】=M!r,P)
θ(x諺,7r)= β(Y諺十yr)α
σ(Y諺,yP)= βYr
σ(7r,7P)= β,T
σ(】紡,yr,yP)= β(y・r+yr)α
ConVex性を満たすための条件(4o)～42)は具体的に次の
ように書き下せる。
β(Y諺+yr)十β!管≧β(yM+7r)α tt βy膨   (46)
β(Y滋+yr)+βl督≧β(y諺+Yr)α tt βVT   (47)
β!督十βIΥ≧β(y諺十rr)α+β】Υ    (48)
(46)、(47)式は自明に成立するが、明らかに(48)式は成立
しない。従ってConVex性は満たさない。
上水(Dと二永0おrび発電 口 の付加詢費用踊 、す
なわち分離費用δ皓(I=M,r,P)は
fOν =。Cν=β(y″十恥)α一β弔
r∝ =じcr=β(yM+rr)α―β'TrθP =scP=β(VЪ″+7r)α―β(V肱+rr)α=ο
である。また費用差関数♂c(J)はそれぞれ
♂C(ar)=βy移―{β(ylr+yr)α―βYr}
θC(r)=βィ _{β(rM tt yF)°~βVT}
θC(P)=βVT
θC(fV)=2βン¢―β(I諺十rr)α(N={ν,r,P})
である。Se?_o■vex性を満たすための条件は
すC(M)≦♂C(N)         (49)
θC(r)≦θC(Ⅳ)            (50)
♂C(P)≦♂C(Ⅳ)である。     (51)
(49)～(51)式は具体的に次のように書き下せる。
恥 ≦耶
r≦奉
(yM+rr)≦奉
(52)
(53)
(54)
(52)、(53)式は成立するが (54)式は成立 しない。従って
Se?―convex性は成り立たない。
0■←convex性を満たすためには(49)～(51)式、すなわ
ち(51)～(54)式の不等号を逆向きにした条件が成立する
必要がある。このときは明らかに、三つのうち二つの不
等式が成立 しなくなる。よってOn←convex性は成立 しな
ヽヽ。
(2)ン紡<yP<yr(すなわちyM+rr>yP)の場合
このとき各提携に関する費用は以下のようになる。
σ(監)=βV:α (1=VLr,P)
σ(Y材,yr)=β(y諺十yr)t
θ(I名ば,yP)=β'Tσ(rF,yP)=β'Tσ(yAr,y/,yP)=β(‰′+yr)α
また、付加的費用ro、すなわち分離費用 S鈷1まそれぞれ
rθM =,cM=β(y・r+yr)α_βンT
r∝ =。cr=β(ynr tt yr)α―βンT
rσP =δcP=β(‰ど+路)α―β(I笠+7r)α=0
である。また費用差関数♂c(5)はそれぞれ
♂・α′)=βY膨一{β(yAr tt yr)°一βIT}
θC(r)=βYF―{β(Y訪十yrlα―βXす}
すC(P)=βη
θC(Ⅳ)=β(ITキンT)―β(〕名ど+7r)α(Ⅳ={″,r,P})
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である。Se? cOェvex Iが成立す るためら条件(48)～(50)
式は具体的には次のように整理す るとされる。
(64)式四明らかにこであるのでコ耳L>σである。
W=     ω
(65)式は(62)式と同様に
'督
≧(ン名ど+yr)°―(I粉+T)であ
るならばβJσ≧0である。
βJσ=r+耶―岳子拷審:   (66)
(66)式は7Pと恥ハrrの相互の関係によってその正負が決
まることを示 している。以上のことから、Convex性を満
たすときは規模の経済性を表す指標Z∫Lおよび範囲の
経済性を表す指標β∫σとβJθは必ず正になることが分か
る。しかし、Convex、Se?tonvex、0■e―convex性のいずれ
も満たさない場合はβJσとβJσの正負はyP、輸ハ yrの
間の条件しだいである。
4 むすび
以上、本研究では共同事業の費用割 り振りのための慣
用的配分解の妥当性と意味づけならびにその適用上の
限界について、理論的な側面から2、3の考察を行った。
その際、費用割 り振り上の「公正」さや交渉能力を裏づ
ける代替的提携可能性に着目し、ゲーム理論によるモデ
ル化の有効性を指摘 した。ついで、費用関数の構造特性
に着目し、「規模の経済性」や「範囲の経済性」等の経済
学的特性と費用関数の構造特性との関連性について考
察 し、分離費用や非分離費用などの諸概念の理論的意味
づけを提示 した。なお本研究の遂行にあたっては、木下
省二氏 (現鳥取三洋電機)の協力を得た。付 して感謝の
意を表する。
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(1-2)ン3をくyr<yP かっ ン紡+yr>yP の場合
β∫L=
(61)式は明 らかに正であるのでβSL>0である。
βJθ==≧型二登与:手号1元宇多
生上堅⊇生
(61)
(62)
(62)式とまとT≧●紡+7r)α―O紛+恥りであるならばβJθ≧0
である。
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)α
―yr】
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